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研究であるARB No.38（1953年ARB No.43に移行）、APB 







































































































Ｂ № ４３に移行）、ＡＰＢ Opinion № ５、ＡＰＢ 
Opinion № ７、ＡＲＳ № ４、ＳＦＡＳ № １３がリ
ース取引資本化論拠の変遷の跡を辿る上では重要と 
考え、リース会計基準の発展とリース取引資本化の論
拠の変遷について考察している。これらを考察し、こ
こではリース取引資本化論理の脆弱性を明らかにし
ている。 
 第Ⅲ章においては、日本において、平成５年「リー
ス会計基準」公表までのリース会計関連規定を概観し、
日本におけるリース資本化の論拠について考察して
いる。特に日本では、リース取引に関わる「経済的実
質優先思考」がどのようにリース会計基準設定に影響
し、所有権移転外ファイナンス・リースの例外規定を
成立させ例外規定が基準を制する逆転現象を引き起
こした原因について解明しリース取引資本化の限界
について論じている。 
 第Ⅳ章においては、国際リース会計基準やアメリカ
リース会計基準の内容を勘案して、所有権移転外ファ
イナンス・リースの賃貸借処理」を容認している基準
はなく、「所有権移転外ファイナンス・リースの賃貸
借処理」という例外規定を廃止した日本の改訂リース
会計基準と国際会計基準委員会や米国財務会計基準
審議会の共同プロジェクトでリース会計基準の改訂
が検討されている内容とのズレを言及し、論述してい
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る。 
 第Ⅴ章においては、第Ⅳ章で論究した共同プロジェ
クトと日本のリース会計基準改訂のズレを掘り下げ
検討し、国際的にリース会計基準の改訂が検討される
中で議論対象となっているリース取引資本化の論点
を分析し検討している。 
 第Ⅵ章においては、資産・負債概念、リース取引資
本化の観点から概念フレームワークにおける資産概
念を中心として、リース取引資本化を議論するために
は新たな資産・負債概念の構築が必要であることを示
唆し提言している。 
 第Ⅶ章においては日本における国際会計基準への
収歛（コンバージェンス）の課題の対象項目として、
リース会計基準の改訂が余儀なくされており、国際会
計基準審議会がリース会計基準の改訂に注力してい
ることを勘案して、日本のリース会計基準の改訂は、
オペレーティング・リースを含む全てのリース取引に
ついて整序的アプローチを採り整合性を 果たすべ
きことを主張している。 
 以上の第Ⅰ章～第Ⅶ章の考察に基づき本研究では
「リース資産の使用権」に着目し、これを重視して「リ
ース使用権」を論拠として、リース資産・負債を貸借 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
対照表に計上することの必要性を強調し、提言を行っ
ている。リース取引は、「リース使用権」の取得であ
り、無形のリース資産に拘わらず「リース使用権」を
資産として認識することによって、ファイナンス・リ
ース取引以外、オペレーティング・リース取引を含む
リース取引全体をオンバランスすることを強調して
いる。さらにこのことが実態開示としての会計情報が
投資者の投資意思決定に機能するものであることを
論及している。 
 本研究は、リース会計について早くから発展し展開
されてきたアメリカ会計基準の推移を緻密かつ注意
深く、しかも数多くの原典を渉猟・分析し、これを注
目しながら日本のリース会計基準の展開・発展過程を
掘り下げ分析し、しかも国際会計基準との収歛という
課題を見据えて緻密かつ丹念に研究している。今後、
さらに、日本の実務界の反応・経営行動の分析を行っ
ていけばより発展的な研究成果が期待される。よって、
博士（経営情報科学）の学位論文として価値あるもの
と認める。 
（受理 平成20年3月19日） 
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